
事業番号 - - -

（ ）

1,083

計算式
　千円/団
体数

8,340千円/7団体 11,600千円/6団体 8,450千円/7団体 7,587千円/7団体

「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地
域解消事業日本語教室スタートアッププログラム新規採

択市町村等分実績額／新規市町村等数

単位当たり
コスト 千円 1,191 1,933 1,207

7 5 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

当初見込み 団体 7 7 7 7 7

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

「生活者としての外国人」の
ための日本語教室空白地
域解消事業地域日本語教
室スタートアッププログラム
の新規採択市町村等数の
増加

「生活者としての外国人」の
ための日本語教室空白地
域解消事業地域日本語教
室スタートアッププログラム
の新規採択市町村等数

活動実績 団体 7 6

単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

10.4

委員等旅費 7.6 6.9

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 1,025.3 1,683.7

活動内容
（アクティビ

ティ）

日本語教室空白地域の市町村に対する日本語教室開設のためのアドバイザー派遣等や日本語教室の開設・安定化に向けた支援を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

主な増減理由

委託費（政府開発援助難民
救援業務委託費・文化芸術

541.2 1,013.6 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

・地域日本語教育の体制づくりに参画する地方公共団体の増加。
・日本語教師の養成・研修を担う人材を育成する拠点整備、日本語教
育の学び直し・復帰促進に向けた研修プログラムの創設。
・日本語教師の新たな資格制度及び日本語教育機関の水準の維持
向上を図る認定制度の法案提出を踏まえた、資格試験のシステム導
入、試行試験実施等の準備。
・条約難民の増加（アフガニスタン人の難民認定）。
などにより要求額が増加している。

補助金（文化振興費補助
金）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

47% 68% 15%

執行率（％） 47% 68% 80%

職員旅費 2.3 2.7

諸謝金 4.1 6.4

460.4 643.7

庁費 9.7

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・都道府県等が行う総合調整会議や総括コーディネーターの配置、日本語教育の実施等の地域日本語教育の総合的な体制づくり等を行う事業を支援する。
（補助率１/２）
・NPO法人等が行う日本語教育の教育上の課題等を解決するための先進的な取組を支援する。
・日本語教室が開設されていない市区町村に専門家を派遣し、教室開設を支援するとともに、教室の設置が困難な地域に住む外国人を対象とした日本語学
習教材（ＩＣＴ教材）を開発・提供する。
・条約難民及び第三国定住難民に対し、定住支援施設において日本語教育を実施するとともに、定住先においても継続的に日本語を学習できる環境を整備
する。
・日本語教育に関する実態調査、日本語教育の総合的な推進に向けた調査研究等を行う。

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 379 653 786.5

計 804 954.9 982.9 5,121.3 1,683.7

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

・文化芸術推進基本計画（第１期）（平成30年3月6日閣議決
定）
・外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和2年
度改訂）（令和2年7月14日外国人材の受入れ・共生に関する
関係閣僚会議）
・日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推
進するための基本的な方針（令和2年6月23日閣議決定）（以
下基本方針）

翌年度へ繰越し - - ▲ 4,096

- 4,089

令和5年度要求

当初予算 804 954.9 989.9 1,025.3 1,683.7

補正予算 -

- - - 4,096

事業名 外国人等に対する日本語教育の推進 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度 昭和42年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0385

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

外国人が日本での生活に必要な日本語を習得する体制を整備し、国内に居住する外国人の日常生活に必要とされる日本語能力が向上し、円滑な社会生活
を送ることができるようになること。地方公共団体が有機的に連携しつつ行う日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくり等を推進する。「日本語教
育人材の養成・研修の在り方について」で示す日本語教育人材の教育内容に基づく養成・研修を実施することにより、日本語教育人材の資質・能力の向上を
図る。

国語課 国語課長　圓入由美

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

文化芸術基本法　第１９条
日本語教育の推進に関する法律

関係する
計画、通知等



171 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

※成果実績の令和２年度は令和２年１０月～令和３年３月を集計。

「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト「つながるひろがる　にほんごでのくらし」（通称：つなひろ）ページビュー数

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

成果実績 ％ 51 51

171 - -

目標値 万回 - 25 100 200 -

「生活者としての外国人」の
ための日本語学習サイト
「つながるひろがる　にほん
ごでのくらし」のアクセス数
の増加を目指す。

「生活者としての外国人」の
ための日本語学習サイト
「つながるひろがる　にほん
ごでのくらし」のアクセス数

成果実績 万回 - 84

達成度 ％ - 336

目標最終年度

5 年度 - 年度

105 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」　日本語を学習する外国人向けアンケート調査結果（令和３年度より開始）
「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」　取組に参加した日本人（日本語学習支援者等）向けアンケート調査結果（令和３年度より
開始）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

94.1 - -

目標値 ％ - - 90 90 -

地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業で実
施した日本語教室において
日本語を学習した外国人
のうち、学習前よりも日本
語を使って円滑に生活がで
きるようになったと回答した
割合90％以上を目指す。

地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業で実
施した日本語教室において
日本語を学習した外国人
のうち、学習前よりも日本
語を使って円滑に生活がで
きるようになったと回答した
割合。

成果実績 ％ - -

達成度

4年度
活動見込

単位 令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　千円　/実
施団体数

47,983千円/17団体 186,910千円/35団体

42 48

5年度
活動見込

地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業の実
施団体数の増加

地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業の実
施団体数

活動実績 団体 17 35

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

50 50 -
域内に日本語教室がある
市町村数が全市町村の
50％を目指す

全市町村のうち、域内に日
本語教室がある市町村数
の割合

達成度 ％ 102 102

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度 - 年度

108 - -

-

当初見込み 団体 47 47 40 47 55

令和2年度 令和3年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

54 - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度 - 年度

4年度活動見込

地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業の執行
額／実施団体数

単位当たり
コスト 千円 2,823 5,340 6,977 8,742

計算式

単位当たり
コスト

14 17 -

当初見込み

97,350千円
/10言語

96,800千円
/14言語

87,546千円/17言語

日本語学習サイト「つなひろ」の運用等費用
／　対応言語の合計

単位当たり
コスト 千円 14,987 9,735 6,914

293,025千円/42団体 419,601千円/ 48団体

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

「生活者としての外国人」の
ための日本語学習サイト
「つながるひろがる　にほん
ごでのくらし」の対応言語数
の増加を目指す。

「生活者としての外国人」の
ための日本語学習サイト
「つながるひろがる　にほん
ごでのくらし」の対応言語数

活動実績 言語 6 10活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

％ 50 50

活動目標 活動指標

％ -

計算式
　　千円
　/言語数

89,924千円
/6言語

言語

5,149

6 10 14 17 21

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

都道府県・政令指定都市に対して、日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくりを着実に推進し、市町村と連携して行う日本語教育
について支援を行う。

活動内容
（アクティビ

ティ）

日本語教室の設置が困難な地域に住む外国人等に対して、生活場面に応じた日本語を自習できるＩＣＴ教材（日本語学習サイト「つながるひろ
がる　にほんごでのくらし」（通称：つなひろ）の提供を行う。



1,354 - -

目標値 人 1,000 1,000 1,000 1,000 -
研修カリキュラムの受講者
数1,000人以上を目指す。

135 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

日本語教育の人材養成及び現職者研修カリキュラムの開発・活用事業（令和元年度～令和３年度）の業務報告書
＊令和2,3年度は新型コロナウィルス感染拡大による入国制限等で外国人数が減少したため、研修に参加した日本語教師数は多かったものと
思われる。

研修カリキュラムの受講者
数、研修カリキュラムを活
用した研修参加人数の合
計

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
資金の流れや費目・使途については、契約時・精算時に精
査している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ －

○
外国人を日本社会の一員として受け入れるための国の施策
であり、費用は全額国費にて支出しているが、一部地方公共
団体が行う事業については補助率を２分の１としている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
事業目的に応じた、単位当たりコストを設定しており、事務コ
ストも過大ではない。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ －

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 １２　文化芸術の振興

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 委託により実施する場合には、一般競争入札や公募によっ
て妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努め、
また、複数の外部有識者により、支出先の選定に係る審査
を実施している。
また、一者応募となった事業に関しては、公告期間の延長等
により改善を図る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

我が国の在留外国人数及び国内の日本語学習者数が増加
傾向にある中、基本方針において日本語教育の推進につい
て明記されているなど、外国人が我が国において日常生活
を営む上で必要な日本語を習得することができるように、事
業や調査研究等を実施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

「日本語教育の推進に関する法律」によって国及び地方公共
団体の責務が明記されており、外国人が日本社会の一員と
して円滑に生活が送れるようにするため、地方自治体や民
間等における日本語教育の取組が促されるよう、国として必
要な各種事業を行わなければならない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本事業は、外国人が我が国において日常生活を営む上で必
要な日本語教育を行う事業であり優先度の高い事業であ
る。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ －

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

該当箇所

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野：

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

成果実績 人 590 1,340

達成度 ％ 59 134

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

　予算額　/
数 62,912/27 198,016/25

21 14 -

当初見込み

14,407

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

200,001/21 201,708/14

令和3年度 4年度活動見込

養成カリキュラム、研修カリキュラムの開発等費用／養
成カリキュラム、研修カリキュラム、活用研修カリキュラ

ムの数
（活用研修は令和2年度から）

単位当たり
コスト 千円 2,330 7,921 9,524

件数 14 20 20 15 16

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

養成カリキュラム、研修カリ
キュラムの充実

養成カリキュラム、研修カリ
キュラム、活用研修カリ
キュラムの数

活動実績 件数 27 25

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

活動内容
（アクティビ

ティ）

生活者としての外国人、留学生、児童生徒等、就労者、日本語学習支援者等に対する日本語教育人材の養成・研修に関するカリキュラムの開
発、開発したカリキュラムの優良モデルを活用した研修事業を実施する。

１２－１　文化芸術の創造・発展・継承と教育の充
実



-

2021 文科 20

文部科学省 0353

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0355

0382

平成30年度 399 - - -

令和元年度

平成28年度 387 - - -

平成29年度 395 - - -

平成26年度 410 - - -

平成27年度 404 - - -

446 - - -

平成25年度 411 - - -

執
行
等
改

善
契約の競争性・公平性・透明性の確保を図っているところであるが、引き続き十分な公告期間の確保や仕様等の見直しを行い、競争性を確保した
委託先の選定に努める。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 422 - - -

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
成果目標は成果実績の把握可能性を考慮し、設定してい
る。成果実績については、成果目標に対してほぼ達成してい
ることから適切な目標設定がされている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

調査研究を委託により実施する場合には、一般競争入札に
よって妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努
め、また、複数の外部有識者により、支出先の選定に係る審
査を実施している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動内容で定量的に表せるものを把握し、設定している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

外務省

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

「条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育」は、
難民に対する定住支援策の一部として文化庁において実施
している。外務省においては、定住支援センターの運営・生
活費の支給等を、厚生労働省においては、職業訓練・職業
あっせんを担当し、役割分担をしながら相互に連携し実施し
ている。

○
調査研究を委託により実施する場合には、一般競争入札に
よって妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努
めている。

調査研究で得られた報告書については、文化庁Ｗｅｂサイト
に掲載して周知することにより、事業により作成された教材・
教室の運営方法などが活用されている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

外務省 難民等救援事業委託費

難民等定住支援業務委託事業

難民就職促進費

事業名事業番号

厚生労働省

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善
この事業は事業目的は明確であるが、予算執行に当たって、一者応札になる等の競争性が十分に働いていない状況も見受けられるため、競争参
加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
当該事業は日本で生活する外国人のために必要な日本語教育の機会を確保するために欠かすことができない事業である。委託事業の実施
に当たっては、調査研究の場合には原則一般競争入札により、他の事業は企画競争により広く公告を行うことにより、優れた競争参加者の確
保を適切に行うことができた。また、支出先の選定に係る審査は、複数の外部有識者で行うことにより公平性を担保することができた。

改善の
方向性

事業の必要性・有効性を検討し、競争性を確保しつつ引き続き適切に事業を実施する。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

文化庁

786.5百万円

H イノベーショ

ン・デザイン ア

ンド テクノロ

ジーズ株式会社

5.5百万円

委託【一般競争契

約・最低価格】

「令和３年度日
本語教育実態調
査に係る事前調
査業務」を実施。

I 株式会社ブレ

インワークス

3.9百万円

委託【一般競争

契約・最低価格】

「日本語教育プ

ログラム評価・

認証のための

研究調査」を実

B ＮＰＯ等

（全２０機関）

38.3百万円

「生活者とし
ての外国人」
のための日
本語教育事
業」を実施。

「生活者としての外国人」

のための日本語教育事業

日本語教育に関する

調査及び調査研究

諸謝金 1.9百万円

職員旅費 0.4百万円

委員等旅費 0百万円 を含む

庁費 9.7百万円

「生活者としての外国人」のための日本語

教室空白地域解消推進事業

L キャリアバン

ク株式会社

41.9百万円

「地域日本語
教育スタート
アッププログラ
ム事業」の管
理業務の一部

C 凸版印刷株

式会社

96.8百万円

日本語教育人材養成・研修カリキュラ

ム等開発・活用事業

D 日本語教育

機関等

（全２１機関）

192.5百万円

「日本語教育人
材養成・研修カリ
キュラム等開発・
活用事業」を実
施。

委託【随意契約・企画競争】

日常生活に
必要な日本
語学習コンテ
ンツの開発を
実施。

委託【指名競争契

約・総合評価】

地域日本語教育の総合的な

体制づくり推進事業

【補助金等交付】

E 地方公共団

体等

（４２件）

293.0百万円

「地域日本語教
育の総合的な体
制づくり推進事
業」を実施。

N 株式会社文

化科学研究所

25.5百万円

委託【一般競争入札・最低価格】

「地域日本語教
育の総合的な体
制づくり推進事
業」の管理業務
を実施。

J イノベーショ

ン・デザイン ア

ンド テクノロ

ジーズ株式会社

3.6百万円

委託【一般競争契

約・最低価格】

「大学におけ
る教育実習実
態調査」を実

施。

G 株式会社４

７ブランディン

グ

7.2百万円

「生活can do

の作成及び

検証補助業

務」を実施。

委託【一般競争入札・

最低価格】

K クリエイティ

ブ・ファクトリー

株式会社

2.0百万円

「日本語教師の

資格に関する調

査研究協力者会

議運営補助業

委託【一般競争契

約・最低価格】

M 株式会社ネッ

トラーニング

8.8百万円

委託【随意契約・企画競争】

「日本語教師
養成のための
教材開発事
業」を実施。

委託【一般競争入札・

最低価格】

A 凸版印刷

株式会社

9.8百万円

委託【一般競争契

約・最低価格】

「漢字出現頻
度数調査」を

実施。

条約難民及び第三国定住難民
に対する日本語教育事業

F 公益財団法

人アジア福祉教

育財団
45.7百万円

「条約難民に対す

る日本語教育事

業」及び「第三国定

住難民に対する日

本語教育事業」を

委託【随意契約・企画競争】

委託【一般競争契

約・最低価格】



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

-

6
特定非営利活動法
人 可児市国際交流
協会

3200005007364
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.7
随意契約

（企画競争）
27 100％ -

100％ -

5
社会福祉法人　さぽ
うとにじゅういち

5010705000438
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.8
随意契約

（企画競争）
27 100％

27 100％ -

4 学校法人学習院 8013305000409
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

3
随意契約

（企画競争）
27

3
一般社団法人磐田
国際交流協会

7080405006850
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

3.1
随意契約

（企画競争）

-

2
一般財団法人　ダイ
バーシティ研究所

2120005012200
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

3.3
随意契約

（企画競争）
27 100％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
特定非営利活動法
人 多文化共生リソー
スセンター東海

9180005007923
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

3.3
随意契約

（企画競争）
27 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 凸版印刷株式会社 7010501016231
「漢字出現頻度数調査」を
実施

9.8
一般競争契約
（最低価格）

1 97％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 7.2 計 5.5

一般管理費 一般管理費 0.7 一般管理費 一般管理費 0.5

事業費
諸謝金、雑役務費、借損料、消費税相当
額、通信運搬費、消耗品費

4.1 事業費 消費税相当額 0.5

人件費 賃金 2.4 人件費 賃金 4.5

G.株式会社４７ブランディング H.イノベーション・デザインアンドテクノロジーズ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 27.9 計 45.7

管理費 一般管理費 1.2

補助金 2.9 人件費 賃金 9.5

委託費 25 事業費 諸謝金、旅費、雑役務費、借損料等 35

E.　神奈川県 F. 公益財団法人アジア福祉教育財団

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 96.8 計 27.8

管理費 8.8 管理費 一般管理費 2.6

人件費

県内市町への補助金（間接補助）

78.1 人件費 賃金 3.7

事業費

公益財団法人かながわ国際交流財団

9.9 事業費 諸謝金、旅費、雑役務費、借損料等 21.5
諸謝金、旅費、消耗品費、雑役務費、消費
税相当額

賃金

一般管理費

C.凸版印刷株式会社 D.公益財団法人日本語教育学会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9.8 計 3.3

人件費 賃金 3.7 管理費 一般管理費 0.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 雑役務費、消費税相当額 5.2 事業費 諸謝金、旅費、雑役務費、借損料等 3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.凸版印刷株式会社
B.特定非営利活動法人 多文化共生リソースセンター東

海
費　目 使　途

管理費 一般管理費 0.9



C

D

E

- -

42 - -

3
公益財団法人兵庫
県国際交流協会

1140005005161
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

19.1 補助金等交付 42

2 愛知県 1000020230006
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

21.1 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 神奈川県 1000020140007
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

27.9 補助金等交付 42 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

100％ -

24 100％ -

10
一般社団法人多文
化社会専門職機構

3010005029196
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

14
随意契約

（企画競争）
24

9
一般財団法人日本
語教育振興協会

1011005001213
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

14.4
随意契約

（企画競争）

-

8
一般財団法人日本
語教育振興協会

1011005001213
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

15.8
随意契約

（企画競争）
24 100％ -

100％ -

7
学校法人武蔵野大
学

4010605002551
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

15.8
随意契約

（企画競争）
24 100％

24 100％ -

6
特定非営利活動法
人　国際活動市民中
心

4012405002772
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

15.9
随意契約

（企画競争）
24

5
一般財団法人日本
国際協力センター

6011105000218
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

16
随意契約

（企画競争）

-

4
特定非営利活動法
人日本語教育研究
所

1010005006619
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

16
随意契約

（企画競争）
24 100％ -

100％ -

3
株式会社インターカ
ルト日本語学校

4010501027867
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

20.1
随意契約

（企画競争）
24 100％

24 100％ -

2
公益社団法人日本
語教育学会

4010005003778
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

21.2
随意契約

（企画競争）
24

1
公益社団法人日本
語教育学会

4010005003778
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発・活
用事業」を実施

27.8
随意契約

（企画競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

99.7％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 凸版印刷株式会社 7010501016231
日常生活に必要な日本語
学習コンテンツの開発を実
施

96.8
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10
VILLA　EDUCATION
CENTER

9700150103424
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.2
随意契約

（企画競争）
27 100％ -

100％ -

9
公益財団法人大垣
国際交流協会

4200005011522
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.2
随意契約

（企画競争）
27 100％

27 100％ -

8
特定非営利活動法
人　国際活動市民中
心

4012405002772
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.4
随意契約

（企画競争）
27

7
特定非営利活動法
人　フィリピノナガイ
サ

2080405006384
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.7
随意契約

（企画競争）



F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

5

4

3

2

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

1 97.8％ -1
イノベーション・デザ
インアンドテクノロ
ジーズ株式会社

1030001108838 調査研究補助業務 5.5
一般競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

99.4％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社４７ブラン
ディング

8013301030590 調査研究補助業務 7.2
一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人アジア
福祉教育財団

7010405010413

「条約難民に対する日本語
教育事業」及び「第三国定
住難民に対する日本語教
育事業」を実施

45.7
随意契約

（企画競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

42 - -10 三重県 5000020240001
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

9.1 補助金等交付

-

9 名古屋市 3000020231002
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

9.6 補助金等交付 42 - -

- -

8 大阪府 4000020270008
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

10.9 補助金等交付 42 -

42 - -

7
公益財団法人京都
市国際交流協会

4130005012874
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

12.1 補助金等交付 42

6 大阪市 6000020271004
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

16 補助金等交付

-

5 神戸市 9000020281000
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

17.3 補助金等交付 42 - -

4 横浜市 3000020141003
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」を
実施

18.9 補助金等交付 42 -



諸謝金、借損料、消耗品費、雑役務費、消
費税相当額

2 人件費 賃金 2.8

再委託費 再委託費 1 事業費 ヒアリング調査旅費、消費税相当額費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.株式会社ブレインワークス
J.イノベーション・デザインアンドテクノロジーズ株式会

社
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費

一般管理費 一般管理費 0.2

0.5

人件費 賃金 0.7 一般管理費 一般管理費 0.3

計 3.9 計 3.6

人件費 賃金 0.8 人件費 賃金 14.8

事業費
諸謝金、借損料、消耗品費、雑役務費、消
費税相当額

1.1 事業費
諸謝金、旅費、消耗品費、通信運搬費、借
損料等

23.3

K.クリエイティブ・ファクトリー株式会社 L.キャリアバンク株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費 一般管理費 0.1 管理費 一般管理費 3.8

計 2 計 41.9

事業費 雑役務費、諸謝金、消費税相当額、旅費 3.5 人件費 賃金 11.4

人件費 賃金 4.5 事業費
諸謝金、旅費、借損料、消耗品費、会議費、
通信運搬費、雑役務費、消費税相当額

11.8

M.株式会社ネットラーニング N.株式会社文化科学研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

管理費 一般管理費 0.8 管理費 一般管理費 2.3

計 8.8 計 25.5



I

J

K

L

M

N

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

86.2％ -

株式会社ブレイン
ワークス

4140001010682
「令和３年度日本語教育実
態調査に係る事前調査業
務」を実施

3.9
一般競争契約
（最低価格）

7 78％ -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

イノベーション・デザ
インアンドテクノロ
ジーズ株式会社

1030001108838 調査研究補助業務 3.6
一般競争契約
（最低価格）

1 63.5％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

クリエイティブ・ファク
トリー株式会社

3011301024114 協力者会議の運営補助 2
一般競争契約
（最低価格）

5

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
キャリアバンク株式
会社

7430001004883
「地域日本語教育スタート
アッププログラム事業」の管
理業務の一部を実施

41.9
指名競争契約
（最低価格）

2 70.6％ -

1
株式会社ネットラー
ニング

6011101029509
「日本語教師養成のための
教材開発事業」を実施

8.8
一般競争契約
（最低価格）

3 76％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1
株式会社文化科学
研究所

8010401025918
「地域日本語教育の総合的
な体制づくり推進事業」の
管理業務を実施

25.5
一般競争契約
（最低価格）

3 93％ -


